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替取組日基準は，商品の船積みによって既に確定したものとみられる売買代金請求権
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を，為替手形を取引銀行に買い取ってもらうことにより現実に売買代金相当額を回収
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する時点まで待って，収益に計上するものであって，その収益計上時期を人為的に操作
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
する余地を生じさせる点において，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に適
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合するものとはいえないというべきであり，このような処理による企業の利益計算は，
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─33─
法人税法の企図する公平な所得計算の要請という観点からも是認し難いものといわざ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
るを得ない。
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は，公正処理基準に反する処理により法人税を免れるための費用であるから，このような
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支出を費用又は損失として損金の額に算入する会計処理もまた，公正処理基準にしたがっ
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たものであるということはできない
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るとともに，納税者の税の負担を軽減させることとなる反面，その軽減させた部分の負
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担を国に帰せしめることになるのであって，国においてこれを甘受しなければならな
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い合理的な理由は，全く認められない上，刑罰を設けて脱税行為を禁遏している法人税
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法の立法趣旨にも悖るので，実質的には，同法違反の共犯者間における利益分配に相当
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する本件違法支出につき，その損金計上を禁止した明文の規定がないという一事から，
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その算入を肯認することは法人税法の自己否定であって，同法がこれを容認している
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものとは到底解されない。
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（5）	　もし，違法支出に係る本件手数料を損金に算入するという会計慣行が存するとすれ
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ば，それは公正妥当な会計慣行とはいえないというべき
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負担を限定列挙する制度をとっているから，たとえその控除が政策目的を減殺するもので
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あっても，列挙からもれている場合は，控除が認められると解さざるをえない
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もののみを税法で認めないこととし













































































































































（1）	 	この辺りをウルフは次の様に記している。”	there would be no need for keeping accounts, because commercial 
transactions would be settled on the spot.”	


















































meaning.	 It	 is	probably	best	understood	 in	the	context	of	stewardship,	but	 it	has	been	developed	more	
recently	within	the	context	of	performance	auditing.”
（13）	 	AAA,	“Report of the Committee on Accounting in the Public Sector 1974-76”,	The	Accounting	review	









































































































































































































































































































































































































































































NO. 摘要 借方 貸方
1 エドワード3世に金を貸す エドワード3世 200 現金 200
2 返済を受ける 現金 30 エドワード3世 30
3 徴税権を受取る 未収金 100 エドワード3世 100




NO. 摘要 相手勘定 借方 貸方 残高
1 エドワード3世に金を貸す 現金 200 200
2 エドワード3世より返済 現金 30 170
3 エドワード3世より徴税権を受取る 未収金 100 70















































































































































































































































































































































































































































































AAA,	 “Report	of	 the	Committee	on	Accounting	 in	 the	Public	Sector	1974-76”,	The	
Accounting	review	Supplement	to	Vol52	,1977
Arthur	H.Woolf“A	short	History	of	Accounting	and	accountancy”	GEE&Co.LTD,	1912,





“GASB	Concepts	 Statement	 statements	NO.1	 of	 the	Governmental	Accounting	
Standards	Board	Objectives	of	Financial	Reporting”,GASB，1987

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本稿では，Lucas and Stokey (1983) の設定をいくつかの観点から変更することによ
り，公債の課税平準化機能について考察する。この問題に関する先駆的論文は Barro 
(1979) であり，多くの実証分析がこれに続くが1，その後の理論分析が主に依拠するのは




𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 + (1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟)𝑏𝑏𝑏𝑏𝑡𝑡𝑡𝑡−1
𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑡𝑡𝑡𝑡








𝑔𝑔𝑔𝑔 = ∑ 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡(1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟)𝑡𝑡𝑡𝑡
∞
𝑡𝑡𝑡𝑡=1
      (2) 
となる。そして，以下のような徴税費用（collection cost）の最小化を目的として設定する
ことにより4， 
                                                   
1 日本では，浅子他 (1993) ，中里 (2004) ，畑農 (2009) などがある。 
2 Lucas and Stokey (1983) では，資本が存在せず，政府支出が外生的に変動し，保険が利用可能である
という状況を分析している。これに対して，Chari et al. (1994) では資本が導入され，政府支出に加えて
生産性も変動する。また，Aiyagari et al. (2002) では保険が利用不可能となる。そして，Alesina and 
Tabellini (1990) は政府支出を内生化したうえで再選の不確実性を導入し，与党が財政赤字を戦略的に利
用する状況を分析している。 
3 Barro (1979, p.942) の(1)式では，𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が税率ではなく税額として表記され，その後，それを国民所得𝑌𝑌𝑌𝑌𝑡𝑡𝑡𝑡
で除した𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑌𝑌𝑌𝑌𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ を税率と呼んでいるが，本論文では可能な限り Lucas-Stokeyモデルと変数の定義を共通化
させるため，𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡を税率として扱う。また，Barro (1986) は連続時間モデルであるが，そこでは𝜏𝜏𝜏𝜏(𝑡𝑡𝑡𝑡)を税率
とし，𝜏𝜏𝜏𝜏(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡)を税額として扱っている。 








𝑍𝑍𝑍𝑍 𝑍𝑍 𝑍𝑍 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑓𝑓1 + 𝑟𝑟𝑟𝑟)𝑡𝑡𝑡𝑡
∞
𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡




 他方，Lucas and Stokey (1983) のモデルは6，いくつかの重要な点で上記の Barroモデ
ルとは異なる特徴を持つ。第 1に，Barro (1979) では消費者の効用や行動が明示されず，
課税ベースが外生的に与えられる代わりに，課税の厚生費用はアドホックな徴税費用関数
として表現されているのに対して，Lucas and Stokey (1983) では消費者の余暇選択や貯
蓄選択が内生化されたうえで，労働所得税によって資源配分に歪みが発生する7。 
 第 2に，Barro (1979) では利子率が外生的に与えられるのに対して，Lucas and 
Stokey (1983) では，利子率の代わりに異時点間の相対価格の役割を果たす債券価格が内
生的に決定される。第 3に，Barro (1979) では政府の通時的予算制約が唯一の制約条件と
して明示されているのに対して，Lucas and Stokey (1983) では消費者の通時的予算制約
の他に各期の資源制約が存在する。第 4に，Barro (1979) では政府の目的関数である徴税
費用が利子率で割り引かれているのに対して，Lucas and Stokey (1983) では，政府の目
的関数である消費者の効用を割り引く際には，利子率から独立した主観的割引率が用いら
れる。そして第 5に，Barro (1979) では不確実性が明示的に考慮されていないのに対して
8，Lucas and Stokey (1983) では政府支出の系列に関する不確実性が考慮されている。 
 このような設定のもとで，Lucas and Stokey (1983) では，各期の税率はその期の政府
支出に依存する，という性質が導出される9。つまり，政府支出が異なる場合には異なる税
率も許容されるため，税率は異時点間で必ずしも平準化されない。その一方で，論文中で
                                                   
から誤植と推察される。また，Barro (1986) では目的関数は明示されていない。 
5 Barro (1979) では導出過程は明示されていないが，(2)式の制約下で(3)式を最小化するラグランジュ関
数を構築し，𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+𝑡𝑡に関する 1階条件を求めると，ラグランジュ乗数を媒介として𝑓𝑓𝑓𝑓′𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡) 𝑍𝑍 𝑓𝑓𝑓𝑓′𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+𝑡𝑡)とな
り，𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑍𝑍 𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡𝑡𝑡+𝑡𝑡という解が導出される。 
6 Lucas and Stokey (1983) は財政政策のモデルと金融政策のモデルで構成されるが，本稿で議論の対象
としているのは前者である。 
7 Chari and Kehoe (1999) は，Barro (1979) のモデルを誘導型（reduced-form）と表現している。 
8 ただし，理論分析の後半では外生変数の予期せぬ変化が導入される。 












目する。Lucas and Stokey (1983) では，政府が発行した公債はすべて消費者によって保
有されるため，利用可能な資源量を異時点間で調節することができない。そのため，ある
期に政府支出が増加すれば，その期の私的財や余暇に充てることのできる資源量が減少
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𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2)     (4) 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡は𝑡𝑡𝑡𝑡期の消費，𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡は余暇であり (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) ，𝛽𝛽𝛽𝛽は割引因子である。消費者の予算制約は， 
𝑐𝑐𝑐𝑐1 = (1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏1)(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1) − 𝑇𝑇𝑇𝑇1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ     (5) 
𝑐𝑐𝑐𝑐2 = (1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏2)(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) − 𝑇𝑇𝑇𝑇2 − 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ     (6) 










= 1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (8) 
𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2)
𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1)
= 𝑝𝑝𝑝𝑝     (9) 
ただし，𝑢𝑢𝑢𝑢𝑘𝑘𝑘𝑘(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) ≡ 𝜕𝜕𝜕𝜕𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) 𝜕𝜕𝜕𝜕𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ は𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡に関する限界効用を表す (𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑐𝑐𝑐𝑐, 𝑥𝑥𝑥𝑥) 。5.1節で分析
するように，消費者が何らかの理由で貸借市場にアクセスできない場合，(5)式と(6)式のそ
れぞれの制約のもとで行動することになり (𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0) ，その場合の 1階条件は(8)式のみと
なる。 
 Lucas and Stokey (1983) は，政府が解く最適化問題を需要関数の双対性を用いない
Primalアプローチで記述しているが，その際，消費者の 1階条件を予算制約に代入して得
られる実行可能性条件 (IC : implementability conditions) が必要となる。ここでは，(8)
式と(9)式を(7)式に代入することにより，以下のようになる。 
(𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑇𝑇𝑇𝑇1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑇𝑇𝑇𝑇2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 = (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2     (10) 
ここで，𝑢𝑢𝑢𝑢𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡 ≡ 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑘𝑘𝑘𝑘(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)は限界効用を簡略化したものである (𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑐𝑐𝑐𝑐, 𝑥𝑥𝑥𝑥) 。 
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次に，政府の予算制約は， 
𝑔𝑔𝑔𝑔1 = 𝜏𝜏𝜏𝜏1(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝑇𝑇𝑇𝑇1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔     (11)
𝑔𝑔𝑔𝑔2 = 𝜏𝜏𝜏𝜏2(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) + 𝑇𝑇𝑇𝑇2 − 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔     (12)
となる。𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡は𝑡𝑡𝑡𝑡期の政府支出であり (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) ，外生的に与えられるものとする。𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔は政府
が第 1期に発行する債券，つまり公債であり，消費者と同じ債券価格に直面する。𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔に特
に制約がない場合，これらは以下のように統合される。 
𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑔𝑔𝑔𝑔2 = 𝜏𝜏𝜏𝜏1(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝜏𝜏𝜏𝜏2(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) + 𝑇𝑇𝑇𝑇1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑇𝑇𝑇𝑇2     (13)
最後に，消費者と政府の予算制約を組み合わせることにより，資源制約を以下のように
表現することができる。 
𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑥𝑥𝑥𝑥1 + 𝑔𝑔𝑔𝑔1 = 1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝(𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ)    (14)
𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑥𝑥𝑥𝑥2 + 𝑔𝑔𝑔𝑔2 = 1 − (𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ)    (15)
閉鎖経済では，𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0としたうえで，(14)式と(15)式をそれぞれ用いることになるの
に対して，開放経済では𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ ≠ 0が許容され，これらは以下のように統合される。 





 閉鎖経済では，𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0としたうえで，各期の資源制約(14)(15)式，および実行可能
性条件(10)式のもとで効用(4)式を最大化するように(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡)を選ぶ，というのが政府にと
っての最適化問題となる (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。この問題のラグランジュ関数は， 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2)
+𝜆𝜆𝜆𝜆{(𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑇𝑇𝑇𝑇1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑇𝑇𝑇𝑇2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2}
+𝜇𝜇𝜇𝜇1(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝜇𝜇𝜇𝜇2(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)      (17)
となる。まず，これを一括税𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，







𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2)     (4) 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡は𝑡𝑡𝑡𝑡期の消費，𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡は余暇であり (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) ，𝛽𝛽𝛽𝛽は割引因子である。消費者の予算制約は， 
𝑐𝑐𝑐𝑐1 = (1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏1)(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1) − 𝑇𝑇𝑇𝑇1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ     (5) 
𝑐𝑐𝑐𝑐2 = (1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏2)(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) − 𝑇𝑇𝑇𝑇2 − 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ     (6) 










= 1 − 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (8) 
𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2)
𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1)
= 𝑝𝑝𝑝𝑝     (9) 
ただし，𝑢𝑢𝑢𝑢𝑘𝑘𝑘𝑘(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) ≡ 𝜕𝜕𝜕𝜕𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) 𝜕𝜕𝜕𝜕𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ は𝑘𝑘𝑘𝑘𝑡𝑡𝑡𝑡に関する限界効用を表す (𝑘𝑘𝑘𝑘 = 𝑐𝑐𝑐𝑐, 𝑥𝑥𝑥𝑥) 。5.1節で分析
するように，消費者が何らかの理由で貸借市場にアクセスできない場合，(5)式と(6)式のそ
れぞれの制約のもとで行動することになり (𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0) ，その場合の 1階条件は(8)式のみと
なる。 
 Lucas and Stokey (1983) は，政府が解く最適化問題を需要関数の双対性を用いない
Primalアプローチで記述しているが，その際，消費者の 1階条件を予算制約に代入して得
られる実行可能性条件 (IC : implementability conditions) が必要となる。ここでは，(8)
式と(9)式を(7)式に代入することにより，以下のようになる。 
(𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑇𝑇𝑇𝑇1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑇𝑇𝑇𝑇2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 = (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2     (10) 






𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡), 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (19) 
となり，これを消費者の効用最大化条件である(8)式と組み合わせると， 
𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0, 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (20) 
となる。つまり，一括税が利用可能な状況では，資源配分に歪みをもたらす労働所得税を
利用しないのが最適化条件の 1つとなるのである。 






 開放経済では，𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ ≠ 0が許容されるため，資源制約が(16)式となる他は閉鎖経済と
同じであり，最適化問題のラグランジュ関数は以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆{(𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑇𝑇𝑇𝑇1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑇𝑇𝑇𝑇2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇{1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)}     (21) 
閉鎖経済の場合と同様に，最適化条件として(18)式や(19)式を得ることができる。そし
て，(20)式も得られ，やはり労働所得税は利用しないことが最適となる。 














 1つは Lucas and Stokey (1983) でも使用されている，以下のような 2次関数である。 
𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐, 𝑥𝑥𝑥𝑥) = 𝑐𝑐𝑐𝑐 + 𝑥𝑥𝑥𝑥 − 12 (𝑐𝑐𝑐𝑐
2 + 𝑥𝑥𝑥𝑥2)     (22) 
もう 1つは以下のような対数関数 (コブ・ダグラス型) である。 
𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐, 𝑥𝑥𝑥𝑥) = ln 𝑐𝑐𝑐𝑐 + ln 𝑥𝑥𝑥𝑥     (23) 
まず，(19)式より，いずれの効用関数の場合でも，また，閉鎖経済か開放経済かにかか
わらず以下のようになる。 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (24) 
いずれの効用関数においても消費と余暇に置かれる加重が等しいため，労働所得税が使用
されない場合には，消費と余暇に対して資源を均等に配分することが望ましいのである。 
 次に，閉鎖経済では，これと各期の資源制約 (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1) を組み合わせることに
より以下のようになる。 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡
2 , 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (25) 
これに対して開放経済では，𝛽𝛽𝛽𝛽 = 𝑝𝑝𝑝𝑝を仮定すると，(9)式から𝑐𝑐𝑐𝑐1 = 𝑐𝑐𝑐𝑐2となり，これと(24)
式，および資源制約(16)式を用いることにより， 
𝑐𝑐𝑐𝑐1 = 𝑐𝑐𝑐𝑐2 = 𝑥𝑥𝑥𝑥1 = 𝑥𝑥𝑥𝑥2 =
(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)















𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡), 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (19) 
となり，これを消費者の効用最大化条件である(8)式と組み合わせると， 
𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0, 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (20) 
となる。つまり，一括税が利用可能な状況では，資源配分に歪みをもたらす労働所得税を
利用しないのが最適化条件の 1つとなるのである。 






 開放経済では，𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 + 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ ≠ 0が許容されるため，資源制約が(16)式となる他は閉鎖経済と
同じであり，最適化問題のラグランジュ関数は以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆{(𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝑇𝑇𝑇𝑇1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑐𝑐𝑐𝑐2 + 𝑇𝑇𝑇𝑇2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇{1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)}     (21) 
閉鎖経済の場合と同様に，最適化条件として(18)式や(19)式を得ることができる。そし
て，(20)式も得られ，やはり労働所得税は利用しないことが最適となる。 













能な状況は，Lucas and Stokey (1983) の設定に対応するものであるが，一括税が利用で
きない点を除いては 3.1節と同じ状況であるため，政府にとっての最適化問題に関するラ
グランジュ関数は，(17)式に𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0を代入し (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) ，以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑐𝑐𝑐𝑐2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇1(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝜇𝜇𝜇𝜇2(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)    (27) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，以下のような 1階条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。 
(1 +  𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 } = (1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 }     (28) 
この最適解を構成する 6つの内生変数(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝑝𝑝𝑝𝑝, 𝜆𝜆𝜆𝜆)は，2つの(28)式，2つの資源制
約，それに(9)式と(10)式という 6つの方程式の解となる。そして，この解を(8)式に代入す
れば労働所得税率𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が定まり，政府の予算制約𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝜏𝜏𝜏𝜏2(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) − 𝑔𝑔𝑔𝑔2から公債𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔も定まる。
つまり，3.1節とは異なり，公債も最適政策の一部を構成することになるのである。 
 ところで，𝑡𝑡𝑡𝑡期に関する(28)式は，(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝜆𝜆𝜆𝜆)という 3つの変数で構成される。したがっ
て，𝜆𝜆𝜆𝜆を所与とすると，この式と𝑡𝑡𝑡𝑡期の資源制約 (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1) を組み合わせれば(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)
が定まることとなる。つまり，𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡を所与とすると，資源制約から(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)に振り向けること










                                                   
11 詳細は省略するが，このプロセスについては Lucas and Stokey (1983, p.70) を参照されたい。 
─111─9 
 
𝜆𝜆𝜆𝜆 𝜆𝜆 𝜆𝜆 𝜇𝜇𝜇𝜇1𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝜇𝜇𝜇𝜇2𝑔𝑔𝑔𝑔2𝑄𝑄𝑄𝑄1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑄𝑄𝑄𝑄2
     (29) 
を得ることができる。ただし， 
𝑄𝑄𝑄𝑄𝑡𝑡𝑡𝑡 ≡ (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡)2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 𝜆𝜆 2𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡(1 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + (1 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡      (30) 
である。Kuhn-Tucker条件より𝜇𝜇𝜇𝜇𝑡𝑡𝑡𝑡 > 0であるから，𝑄𝑄𝑄𝑄𝑡𝑡𝑡𝑡 < 0かつ各期の政府支出がいずれも
非負で少なくともどちらかが厳密に正であれば，𝜆𝜆𝜆𝜆 > 0となる。 
 
4.2 開放経済 
 続いて開放経済である。開放経済で一括税が利用不可能な状況は，利子率 (債券価格) 
が所与であるという点で，Barro (1979) の設定と整合的なものである。ここでも，一括税
が利用できない点を除いては 3.2節と同じ状況であるため，政府にとっての最適化問題に
関するラグランジュ関数は，(21)式に𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 𝜆𝜆 0を代入し (𝑡𝑡𝑡𝑡 𝜆𝜆 1,2) ，以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 𝜆𝜆 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑐𝑐𝑐𝑐2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 𝜆𝜆 (1 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 𝜆𝜆 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇{1 𝜆𝜆 𝑐𝑐𝑐𝑐1 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥1 𝜆𝜆 𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝(1 𝜆𝜆 𝑐𝑐𝑐𝑐2 𝜆𝜆 𝑥𝑥𝑥𝑥2 𝜆𝜆 𝑔𝑔𝑔𝑔2)}     (31) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，4.1節の(28)式と同一の条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 𝜆𝜆




 ここでも，𝑡𝑡𝑡𝑡期に関する(28)式は，(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝜆𝜆𝜆𝜆)という 3つの変数で構成されるが，閉鎖経済
の場合とは異なり，𝜆𝜆𝜆𝜆を所与としても，𝑡𝑡𝑡𝑡期の資源制約と組み合わせて(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)を定めること
はできない。資源制約が 1本に統合されているため，2本の(28)式と(9)式を組み合わせる




𝜆𝜆𝜆𝜆 𝜆𝜆 𝜆𝜆 𝜇𝜇𝜇𝜇
(𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑔𝑔𝑔𝑔2)
𝑄𝑄𝑄𝑄1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑄𝑄𝑄𝑄2






能な状況は，Lucas and Stokey (1983) の設定に対応するものであるが，一括税が利用で
きない点を除いては 3.1節と同じ状況であるため，政府にとっての最適化問題に関するラ
グランジュ関数は，(17)式に𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 0を代入し (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) ，以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑐𝑐𝑐𝑐2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝛽𝛽𝛽𝛽(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇1(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝜇𝜇𝜇𝜇2(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)    (27) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，以下のような 1階条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。 
(1 +  𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 } = (1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 }     (28) 
この最適解を構成する 6つの内生変数(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝑝𝑝𝑝𝑝, 𝜆𝜆𝜆𝜆)は，2つの(28)式，2つの資源制
約，それに(9)式と(10)式という 6つの方程式の解となる。そして，この解を(8)式に代入す
れば労働所得税率𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が定まり，政府の予算制約𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 = 𝜏𝜏𝜏𝜏2(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2) − 𝑔𝑔𝑔𝑔2から公債𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔も定まる。
つまり，3.1節とは異なり，公債も最適政策の一部を構成することになるのである。 
 ところで，𝑡𝑡𝑡𝑡期に関する(28)式は，(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝜆𝜆𝜆𝜆)という 3つの変数で構成される。したがっ
て，𝜆𝜆𝜆𝜆を所与とすると，この式と𝑡𝑡𝑡𝑡期の資源制約 (𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1) を組み合わせれば(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)
が定まることとなる。つまり，𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡を所与とすると，資源制約から(𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡, 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)に振り向けること










                                                   




 ここでも 3.3節と同様に 2つの関数型を用いて効用関数を特定化し，閉鎖経済と開放経
済で実現する資源配分を確認する。ただし，ここでは各期の政府支出はいずれも非負であ
り，少なくともどちらかが厳密に正であるとする。いずれの効用関数においても𝑄𝑄𝑄𝑄𝑡𝑡𝑡𝑡 < 0と
なるため，閉鎖経済と開放経済のどちらにおいても𝜆𝜆𝜆𝜆 > 0が成立する。 
 まず，効用関数が(22)式で与えられる場合，(28)式から以下のような関係が成立する。 
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 =
𝜆𝜆𝜆𝜆






2 + 4𝜆𝜆𝜆𝜆 −
𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡
2      (34) 
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆
2 + 4𝜆𝜆𝜆𝜆 −
𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡






1 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆 + (1 + 2𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡
















3(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆 − √(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡)2 + 6𝜆𝜆𝜆𝜆(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆2
4      (38) 
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝜆𝜆𝜆𝜆 + √(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡)2 + 6𝜆𝜆𝜆𝜆(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆2
4      (39) 
となり12，これを(8)式に代入することにより，以下を得ることができる。 
𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆 − √(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡)2 + 6𝜆𝜆𝜆𝜆(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆2




= 1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆 − √(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡)
2 + 6𝜆𝜆𝜆𝜆(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆2
2𝜆𝜆𝜆𝜆√(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡)2 + 6𝜆𝜆𝜆𝜆(1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝜆𝜆2









他方，開放経済の場合，3.3節と同様に，いずれの効用関数の場合でも，𝛽𝛽𝛽𝛽 = 𝑝𝑝𝑝𝑝 を仮定
することにより，(9)式から𝑐𝑐𝑐𝑐1 = 𝑐𝑐𝑐𝑐2となる。また，これと(28)式から𝑥𝑥𝑥𝑥1 = 𝑥𝑥𝑥𝑥2となり，更に
(8)式から 
𝜏𝜏𝜏𝜏1 = 𝜏𝜏𝜏𝜏2     (42) 
となる。つまり，以下の命題が成立する。 
 
命題 3 一括税が利用できない場合，開放経済において𝛽𝛽𝛽𝛽 = 𝑝𝑝𝑝𝑝 であるときには，効用関数
が(22)式か(23)式かにかかわらず，異時点間で政府支出が異なる状況でも税率は等しくす
るのが望ましい。 
                                                   
12 2次方程式を解くと 2つの解が発生するが，(39)式右辺の分子の根号の係数が負となる解の場合，𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡が
負となることから排除される。 





 ここでも 3.3節と同様に 2つの関数型を用いて効用関数を特定化し，閉鎖経済と開放経
済で実現する資源配分を確認する。ただし，ここでは各期の政府支出はいずれも非負であ
り，少なくともどちらかが厳密に正であるとする。いずれの効用関数においても𝑄𝑄𝑄𝑄𝑡𝑡𝑡𝑡 < 0と
なるため，閉鎖経済と開放経済のどちらにおいても𝜆𝜆𝜆𝜆 > 0が成立する。 
 まず，効用関数が(22)式で与えられる場合，(28)式から以下のような関係が成立する。 
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 =
𝜆𝜆𝜆𝜆






2 + 4𝜆𝜆𝜆𝜆 −
𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡
2      (34) 
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆
2 + 4𝜆𝜆𝜆𝜆 −
𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡






1 + 3𝜆𝜆𝜆𝜆 + (1 + 2𝜆𝜆𝜆𝜆)𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡























込んだ実行可能性条件は，各期の予算制約(5)(6)式に，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0としたうえで(8)式を代
入したものであり，以下のようになる。 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 = (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (43) 
政府の最適化問題は，各期の資源制約と各期の実行可能性条件である(43)式を制約とす
ることになり，そのラグランジュ関数は以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆1{𝑐𝑐𝑐𝑐1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1} + 𝜆𝜆𝜆𝜆2{𝑐𝑐𝑐𝑐2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇1(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝜇𝜇𝜇𝜇2(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)    (44) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，以下のような 1階条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。 
(1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 } = (1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 }     (45) 
式の形は(28)式に似ているが，実行可能性条件に関するラグランジュ乗数𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡が各期で異な
りうるという点が特徴である。 
この最適解を構成する 6つの内生変数(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝜆𝜆𝜆𝜆1, 𝜆𝜆𝜆𝜆2)は，2つの(45)式，2つの資源
制約，および 2つの(43)式という 6つの方程式の解となる。そして，この解を(8)式に代入
すれば労働所得税率𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が定まるが，公債を利用できないため，政府の予算制約から 














く，政府の予算制約から導出する。各期の政府の予算制約において𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑏𝑏𝑏𝑏𝑔𝑔𝑔𝑔 = 0としたうえ
で，消費者の効用最大化条件(8)式を代入すると，以下のような条件が導出される。 
(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 ) = 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2    (47) 
ここでは，この条件を制約として使用し14，政府の最適化問題に関するラグランジュ関数
は以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆1{(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1) − 𝑔𝑔𝑔𝑔1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1} + 𝜆𝜆𝜆𝜆2{(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2) − 𝑔𝑔𝑔𝑔2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇{1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)}     (48) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，以下のような 1階条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。 
(1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡)(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 ) + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡{(1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − 2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 ) − 𝑔𝑔𝑔𝑔𝑡𝑡𝑡𝑡(𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − 𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 )} = 0    (49) 
この最適解を構成する 6つの内生変数(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝜆𝜆𝜆𝜆1, 𝜆𝜆𝜆𝜆2)は，2つの(49)式，1つの資源制
約，2つの(47)式，および(9)式という 6つの方程式の解となる。そして，この解を(8)式に
代入すれば労働所得税率𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が定まるが，ここでも公債が利用できないため，政府の予算制





まず，政府支出は𝑔𝑔𝑔𝑔1 = 0.1，𝑔𝑔𝑔𝑔2 = 0とする。つまり，第 1期にのみ政府支出が必要とな
る。次に，消費者の主観的な割引因子を𝛽𝛽𝛽𝛽 = 1とし，開放経済では債券価格を𝑝𝑝𝑝𝑝 = 1に固定
する。この設定のもとで，各ケースにおける主要な変数は表 1と表 2のようになる。 
                                                   
















込んだ実行可能性条件は，各期の予算制約(5)(6)式に，𝑇𝑇𝑇𝑇𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝑏𝑏𝑏𝑏ℎ = 0としたうえで(8)式を代
入したものであり，以下のようになる。 
𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 = (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 , 𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2     (43) 
政府の最適化問題は，各期の資源制約と各期の実行可能性条件である(43)式を制約とす
ることになり，そのラグランジュ関数は以下のようになる。 
𝐿𝐿𝐿𝐿 = 𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑥𝑥𝑥𝑥1) + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥2) 
+𝜆𝜆𝜆𝜆1{𝑐𝑐𝑐𝑐1𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐1 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥1} + 𝜆𝜆𝜆𝜆2{𝑐𝑐𝑐𝑐2𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐2 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥2} 
+𝜇𝜇𝜇𝜇1(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥1 − 𝑔𝑔𝑔𝑔1) + 𝜇𝜇𝜇𝜇2(1 − 𝑐𝑐𝑐𝑐2 − 𝑥𝑥𝑥𝑥2 − 𝑔𝑔𝑔𝑔2)    (44) 
これを𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡と𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡について最適化すると，以下のような 1階条件が導出される (𝑡𝑡𝑡𝑡 = 1,2) 。 
(1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡 } = (1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡{𝑐𝑐𝑐𝑐𝑡𝑡𝑡𝑡𝑢𝑢𝑢𝑢𝑐𝑐𝑐𝑐𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 − (1 − 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑢𝑢𝑢𝑢𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑡𝑡𝑡𝑡 }     (45) 
式の形は(28)式に似ているが，実行可能性条件に関するラグランジュ乗数𝜆𝜆𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡が各期で異な
りうるという点が特徴である。 
この最適解を構成する 6つの内生変数(𝑐𝑐𝑐𝑐1, 𝑐𝑐𝑐𝑐2, 𝑥𝑥𝑥𝑥1, 𝑥𝑥𝑥𝑥2, 𝜆𝜆𝜆𝜆1, 𝜆𝜆𝜆𝜆2)は，2つの(45)式，2つの資源
制約，および 2つの(43)式という 6つの方程式の解となる。そして，この解を(8)式に代入
すれば労働所得税率𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡が定まるが，公債を利用できないため，政府の予算制約から 









表 1 効用関数が 2次関数の場合 
 
 
表 2 効用関数が対数関数の場合 
 
 
主要な特徴は 5つある。第 1に，閉鎖経済では政府支出をすべて第 1期の資源で賄うの
に対して，開放経済では利用可能な資源量が平準化されている。第 2に，一括税が利用可
能な場合，労働所得税率はゼロとなり，公債の水準は確定しない。これは，公債が資源配








ケースでは𝜏𝜏𝜏𝜏1 < 𝜏𝜏𝜏𝜏2，対数関数のケースでは𝜏𝜏𝜏𝜏1 > 𝜏𝜏𝜏𝜏2となっているのに対して (命題 2) ，開
放経済では𝜏𝜏𝜏𝜏1 = 𝜏𝜏𝜏𝜏2となっている (命題 3) 。ただし，閉鎖経済では𝜏𝜏𝜏𝜏1 ≠ 𝜏𝜏𝜏𝜏2となるものの，
その差は 1割程度であり，公債が利用できない場合に比べれば，税率も平準化されている
と考えて問題なさそうである。Chari et al. (1994) は，彼らの分析結果に関する主要な特
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に対して，開放経済では利用可能な資源量が平準化されている。第 2に，一括税が利用可
能な場合，労働所得税率はゼロとなり，公債の水準は確定しない。これは，公債が資源配
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制 度 利 用 対 象 者 20歳以上の居住者等
非 課 税 対 象 非課税口座内の少額上場株式等の配当，譲渡益
非 課 税 投 資 総 額 最大600万円（120万円×5年間）
新規口座開設期間 2014年（平成26年）から2023年（平成35年）までの10年間
保 有 期 間 最長5年間，途中売却自由
口 座 開 設 数 1人1口座





制 度 利 用 対 象 者 20歳未満の居住者等
非 課 税 対 象 20歳未満の人が開設するジュニアNISA	口座内の少額上場株式等の配当，譲渡益
非 課 税 投 資 総 額 最大400万円（80万円×5年間）
年 間 限 度 額 80万円
新規口座開設期間 2016年（平成28年）から2023年（平成35年）までの8年間
非 課 税 期 間 最長5年間
管 理 ・ 運 用 親権者等の代理又は同意の下で投資，18歳になるまで原則として払出し不可
口 座 開 設 数 1人1口座









































































































































































































































This	paper	 revisits	 and	 analyses	 the	 law	making	process	 of	 ‘the	Fundamental	
Law	on	Alcohol	Management’	enacted	 in	2014	 in	Japan.	This	 law	addresses	alcoholic	
dependency,	excessive	drinking	and	drinking	by	minors	and	pregnant	women.	Also	
the	 law	states	actual	policies	about	alcohol	management,	 the	responsibilities	of	 the	
government	and	 local	governments.	The	goals	 of	 this	 law	are	 to	protect	 Japanese	
people	 from	health	damages	 from	alcohol.（1）	This	paper	 focuses	on	policies	related	to	




This	 fact	strongly	suggests	that	 the	 law	was	not	considered	as	one	of	 the	 important	
issues.	 In	2014,	when	 the	 law	was	enacted,	media	reported	some	possible	effects.	 It	
is	 important	to	reveal	 the	 law	making	process	academically	 for	the	first	time	by	this	
paper.	At	the	end	of	 this	paper,	 there	are	six	policy	suggestions	on	solving	problems	
regarding	alcohol	management.
According	 to	 the	WHO	report	 in	 2005（2）,	 25	million	people	 suffer	 from	alcohol	
dependency	worldwide.	The	Japanese	ministry	of	health	and	labor	and	welfare	(MHLW)	
revealed	patients	 in	 Japan	amount	 to	37	 thousand	and	potential	patients	 to	be	0.8	
million.（3）Also,	 the	study	group	 in	MHLW	estimates	annual	social	damage	caused	by	
alcohol	to	be	1.7	billion	dollars	for	medical	treatments,	4.4	billion	dollars	(three	times	of	







In	Japan,	 anybody	can	apply	and	become	a	 licensed	 retailer	 of	 alcohol,	 after	 the	
deregulations	enforced	in	the	1990’s.	Today,	the	license	is	no	longer	special	admissions	















process	until	 the	 law	was	passed,	 and	 in	chapter	3,	 introduce	marketing	strategies	
regarding	alcohol.	Then	in	chapter	4,	status	quo	of	alcohol	dependency	and	methods	of	







Chapter 1. The Law Making Process and the Law’s Effects
Though	 the	 first	 Japanese	draft	bill	 aimed	 to	control	marketing	and	retails,	 one	
of	 the	 reasons	why	alcohol	 regulation	 issues	was	 raised	 in	political	debates	 is	 the	
strong	 advice	 from	 the	WHO	 in	 2010.	WHO	 launched	 ‘global	 strategy	 to	 reduce	

















Secondly,	 I	will	present	 the	 law	making	process	of	 this	 law.	 In	2013,	Alcohol	Law	






The	 fundamental	 law	 of	 alcohol	 dependency	was	 presented	 to	 the	House	 of	
Representatives	on	20th	November	2013,	 approved	by	 the	committee	on	 the	 same	
day,	and	approved	by	the	plenary	session	on	21st	November.	Then	it	was	approved	by	
committee	of	the	House	of	Councilors	on	2nd	December,	and	the	plenary	session	on	7th	






This	 law	requires	Japanese	government	and	 local	governments	 to	prevent	health	
damage	 from	alcohol	 and	 to	 support	patients	who	suffer	 from	addiction.	Although,	
it	 is	 just	a	 ‘suggestion’	 for	governments	 to	regulate	manufacturers	and	distributers	
of	 alcohol.	The	 law	doesn’t	 even	effect	 on	alcohol	 related	business	when	 it	 comes	
to	changing	 the	quality	and	quantity	of	 the	advertisement	due	 to	 the	power	of	 the	
alcohol	manufactures	and	distributers.	Only	 they	voluntarily	enacted	regulations	on	
（7）	 	Established	in	2012,	central	office	was	placed	at	the	ASK	and	Danshu-kai.	Member	organizations	are;	ASK,	










advertisements	 in	2013.	 In	the	next	chapter,	 I	summarize	these	voluntary	regulations	
by	the	industry.








sponsoring	TV	programs	 in	 the	daytime,	 so	 some	companies	which	sponsor	sports	





















questioners.	 In	Japan,	one	of	 the	most	 famous	test	 is	 ‘the	new	Kurihama	test’.	People	






Treatment	 of	 alcohol	 dependency	 has	 two	 phases.	 First,	 hospitalization	with	
withdrawal	treatments,	awareness	of	the	disease.	Secondly,	they	need	to	quit	drinking	
for	life	by	attending	self-help	groups,	such	as	the	Danshu-kai	or	Alcoholics	Anonymous.	
The	Danshu-kai	 is	a	 family	based	group,	on	 the	other	hand,	AA	 is	 individual	based	
anonymous	group.
Chapter 4. Alcohol Problems and Japanese Society
Alcohol	 causes	 serious	social-economic	damages	such	as	drunk	driving.	 Japanese	
people	who	have	drinking	habit	(who	drinks	more	than	three	times	a	week,	more	than	
200ml)	are	34.0%	of	male,	7.3%	of	female.	The	number	of	people	who	drink	is	52	million	






It	 is	 important	 to	notice	 that	drinking	causes	 traffic	accidents.	Drunk	driving	 is	a	
serious	part	of	 the	behavior	of	 the	alcohol	dependency,	so	government	needs	to	help	








Chapter 5 Policy Suggestions on Alcohol Related Problems in Japan
Here,	 I	propose	six	policies	regarding	health	damage	and	death	caused	by	alcohol.	




























Then,	 to	 stop	 regarding	alcohol	 as	 an	 important	 source	 of	 tax	 revenue,	 Japanese	




The	 fourth	advice	 is	about	education.	 It	 is	 important	 for	young	people	 (especially	




Fifth,	 to	encourage	people	 to	 treat	alcohol	dependency	properly,	 self-tests	are	an	
important	part	of	the	solutions.	People	who	have	alcohol	dependency	are	struggling	to	




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業種名（大分類） 送付計 構成比率 回収計 回収率
製造業 1777 39.5% 311 17.5%
卸売業、小売業 1309 29.1% 245 18.7%
情報通信業 287 6.4% 59 20.6%
運送業、郵便業 468 10.4% 69 14.7%
宿泊業、飲食サービス業 129 2.9% 12 9.3%
生活関連サービス業、娯楽業 157 3.5% 25 15.9%
サービス業（他に分類されない） 373 8.3% 57 15.3%





























回答企業 構成比率 回答企業（合計） 構成比率
①	意思決定・経営判断の支援ツール
として 43 52.4％
82 10.5％②新商品の開発・新事業の展開 10 12.2％
⑥販売チャネルの拡大 10 12.2％
⑨社員の意識の向上・情報共有 19 23.2％











































































































































①資材・部品の調達 160 51.4％ 285 36.6％
②在庫管理・物流 168 54.0％ 378 48.6％
③生産管理（進捗管理） 151 48.6％ 240 30.8％
④品質管理 97 31.2％ 164 21.1％






①資材・部品の調達 160 51.4％ 285 36.6％
②在庫管理・物流 168 54.0％ 378 48.6％
③生産管理（進捗管理） 151 48.6％ 240 30.8％
④品質管理 97 31.2％ 164 21.1％




































②在庫管理・物流 145 59.2％ 378 48.6％
⑤販売管理 219 89.4％ 582 74.8％
⑥顧客管理・サポート 159 64.9％ 424 54.5％
⑪社内情報共有 124 50.6％ 403 51.8％






































































②在庫管理・物流 145 59.2％ 233 43.7％
⑤販売管理 219 89.4％ 363 68.1％
⑥顧客管理・サポート 159 64.9％ 265 49.7％
⑪社内情報共有 124 50.6％ 279 52.3％






⑤販売管理 130 58.6％ 582 74.8％
⑥顧客管理・サポート 126 56.8％ 424 54.5％
⑨人的資源管理 78 35.1％ 222 28.5％
⑪社内情報共有 127 57.2％ 403 51.8％






































⑤販売管理 130 58.6％ 452 81.3％
⑥顧客管理・サポート 126 56.8％ 298 53.6％
⑨人的資源管理 78 35.1％ 144 25.9％
⑪社内情報共有 127 57.2％ 276 49.6％































①資材・部品の調達 14 23.7％ 7 10.1％ 2 16.7％ 4 16.0％ 12 21.1％
②在庫管理・物流 13 22.0％ 27 39.1％ 4 33.3％ 5 20.0％ 16 28.1％
③生産管理（進捗管理） 20 33.9％ 10 14.5％ 2 16.7％ 3 12.0％ 11 19.3％
④品質管理 18 30.5％ 9 13.0％ 1 8.3％ 2 8.0％ 5 8.8％
⑤販売管理 33 55.9％ 30 43.5％ 9 75.0％ 16 64.0％ 42 73.7％
⑥顧客管理，サポート 30 50.8％ 34 49.3％ 8 66.7％ 21 84.0％ 33 57.9％
⑦経営戦略決定（企画立案） 15 25.4％ 14 20.3％ 2 16.7％ 5 20.0％ 10 17.5％
⑧管理会計 36 61.0％ 50 72.5％ 8 66.7％ 21 84.0％ 41 71.9％
⑨人的資源管理 28 47.5％ 20 29.0％ 5 41.7％ 5 20.0％ 20 35.1％
⑩財務管理 44 74.6％ 44 63.8％ 8 66.7％ 18 72.0％ 43 75.4％
⑪社内情報共有 46 78.0％ 33 47.8％ 5 41.7％ 11 44.0％ 32 56.1％
⑫知的財産管理（特許等） 5 8.5％ 2 2.9％ 1 8.3％ 1 4.0％ 2 3.5％
⑬その他 3 5.1％ 1 1.4％ 0 0.0％ 0 0.0％ 1 1.8％





















































































































































































































































































1910年（発見の時代），（2）1910 ～ 1920年（概念形成の時代），（3）1920 ～ 1930年（統合化
の時代），（4）1930 ～ 1940年（発展の時代），（5）1940 ～ 1950年（再評価の時代），（6）1950
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